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(57) Abstract: [Problem] T o provide a semiconductor device wmch i s cap
able of having a good balance between low on-resistance and high withstand
voltage, while achieving reduction in the device size, improvement in the
production yield and reduction in the cost. [Solution] A semiconductor
device (1) which comprises: a substrate (5); an epitaxial layer (6) that i s
formed on the substrate (5) and i s provided with a gate trench ( 11); a gate in
sulating film (17) that i s formed on a lateral surface (14) and a bottom sur
face (lb) of the gate trench ( 11); a gate electrode (20) that i s embedded in
the gate trench ( 11) and faces the epitaxial layer (6) with the gate insulating
film (17) interposed therebetween; and a source layer (25), a channel layer
(26) and a drift layer (27) that are sequentially formed fiOm the front surface
side toward the back surface side of the epitaxial layer (6). In this semicon
ductor device (1), i f a variable y i s the on-resistance (R ) and a variable x i s
the withstand voltage (V ) , x and y satisfy the following relational expression
(l). y < 9 10 x 2 - 0.0004x + 0.7001 (1)

(57) 要約：【課題】低オン抵抗および高耐電圧を両立させるこ
とができ、デバイスサイズの小型化、製造歩留まりの向上お
よびコス トの低減を達成することができる半導体装置を提供

< する。 【解決手段】基板 5 と、基板上 5 に形成され、ゲー ト
トレンチ 1 1 が形成されたェピタキシャル層 6 と、ゲー トト
レンチ 1 1 の側面 1 4 および底面 1 5 に形成されたゲー ト絶
縁膜 1 7 と、ゲー トトレンチ 1 1 に埋め込まれ、ゲー ト絶縁
膜 1 7 を介 してェピタキシャル層 6 に対向しているゲー ト電

00 極 2 0 と、ェピタキシャル層 6 の表面側から裏面側へ向かつ
o て順に形成されたソース層 2 5 、チャネル層 2 6 および ドリ

フ ト層 2 7 とを含む半導体装置 1 において、オン抵抗 R 。nを
変数 y とし、耐電圧 V b を変数 X とする関数で表 したときに、
下記関係式 （1 ) を成立させる。 y ≤ 9 x 1 0 _ 7 χ 2 — 0 .

0 0 0 4 x + 0 0 0 1 ( 1 )

〇



明 細 書

発明の名称 ：半導体装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 トレンチゲ一 卜構造を有するS ί C 半導体装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、モータ制御システム、電力変換システムなど、各種パワーエレクト

ロニクス分野におけるシステムに主として使用される半導体パワーデバイス

が注目されている。

この種の半導体パワーデバイスとして、たとえば、 トレンチゲ一 卜構造を

有するS i C 半導体装置が提案されている。

たとえば、特許文献 1 は、 n +型のS i C 基板と、当該 S i C 基板上に形成

された n - 型のェピタキシャル層 （ドリフト領域）と、ェピタキシャル層の表

面側に形成された P型のボディ領域と、ボディ領域内においてその表面側に

形成された n +型のソース領域と、ソース領域およびボディ領域を貫通 して ド

リフ卜領域に達するように形成されたゲ一 卜卜レンチと、ゲ一 卜卜レンチの

内面に形成されたゲ一 卜絶縁膜と、ゲ一 卜卜レンチに埋設されたゲ一 卜電極

とを含む、電界効果 トランジスタを開示 している。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 _ 1 3 4 9 1 0 号公報

発明の概要

[0004] 本発明の目的は、低オン抵抗および高耐電圧を両立させることができ、デ

バイスサイズの小型化、製造歩留まりの向上およびコス トの低減を達成する

ことができる半導体装置を提供することである。

課題を解決するための手段

[0005] 本発明の半導体装置は、第 1導電型のS i C からなる基板と、前記基板上

に形成され、ゲ一 卜卜レンチが形成された第 1導電型のS i C からなるェピ



タキシャル層と、前記ゲ一 卜卜レンチの側面および底面に形成されたゲ一 卜

絶縁膜と、前記ゲ一 卜卜レンチに埋め込まれ、前記ゲ一 卜絶縁膜を介 して前

記ェピタキシャル層に対向 しているゲ一 卜電極と、前記ェピタキシャル層の

表面側に露出するように形成され、前記ゲ一 卜トレンチの前記側面の一部を

形成する第 1導電型のソース層と、前記ソース層に対 して前記ェピタキシャ

ル層の裏面側に前記ソース層に接するように形成され、前記ゲ一 卜トレンチ

の前記側面の一部を形成する第 2 導電型のチヤネル層と、前記チャネル層に

対 して前記ェピタキシャル層の前記裏面側に前記チャネル層に接するように

形成され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記底面を形成する第 1導電型の ドリフ ト

層とを含み、オン抵抗 R 。nを変数 y とし、耐電圧 V Bを変数 X とする関数で表

したときに、下記関係式 （1 ) が成 り立つことを特徴としている （請求項 1

)

[0006] y ≤ 9 X 0 7 x 2 - 0 . 0 0 0 4 χ + 0 . 7 0 0 ( )

本発明の半導体装置によれば、オン抵抗 R 。n ( Ί Ω - c m 2 ) を変数 y とし

、耐電圧 V B ( V ) を変数 X とする関数で表 したときに、上記関係式 （1 ) が

成 り立つので、従来では背反の関係にあつた才ン抵抗 R 。nの低減および耐電

圧 V Bの向上を両立させることができる。

[0007] これにより、従来品と同抵抗品 （オン抵抗 R 。nが同 じ製品）を作製する場

合には、基板ゃェピタキシャル層のアクティブ面積を小さくしながら十分な

耐電圧を確保できるので、デバイスサイズを小型にすることができ、延いて

は、本発明の半導体装置を備える半導体モジュールを小型にすることもでき

る。その結果、 1 つの基板から得 られるチップの数を増やすことができるの

で、製造歩留まりの向上でき、製造コス トを低減することができる。

[0008] 他方、従来品と同 じアクティブ面積の半導体装置を作製する場合には、従

来品に比べてオン抵抗 R 。nが低減されるので、電流容量を向上させることが

できる。

たとえば、本発明の半導体装置では、前記ェピタキシャル層において前記

チャネル層に形成されるチャネルの移動度が 1 1 c m 2 / V s 以上である場合



、前記基板 の厚 さが 1 0 0 m 以下であることが好 ま しい （請求項 2 ) 。

[0009] 本発 明のような トレンチゲ一 卜構造 を有 する S ί C 半導体装置では、オ ン

抵抗 R 。n に対 して基板 の抵抗が 占め る割合が 1 5 ~ 2 5 % 程度 ある。 そのた

め、基板 の厚 さを 1 0 0 m 以下 にすることによ り、オ ン抵抗 R 。n を効果的

に低減 することがで きる。従 って、 チ ャネル抵抗 を低減 するため にチ ャネル

の移動度 を高め るに しても 1 1 c m 2 / V s 以上 でよいので、 ェ ピタキシャル

層 を比較 的厚 く形成 した り、 ェ ピタキシャル層の不純物濃度 を小 さ くした り

することがで きる。 そのため、高い耐電圧 を実現 することがで きる。

[001 0] また、本発明の半導体装置では、前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bに

ついて、下記関係式 （2 ) が成 り立つ ことが好 ま しい （請求項 3 ) 。

y 9 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 4 X + 0 . 6 9 8 4 --- ( 2 )

この構成 において、 た とえば、前記ェ ピタキシャル層 において前記チ ヤネ

ル層 に形成 され るチ ャネルの移動度 が 5 0 c m 2 / V s 以上 である場合、前記

基板 の厚 さは 2 5 0 m 以下であ ってもよい （請求項 4 ) 。

[001 1] チ ャネルの移動度 を 5 0 c m 2 / V s 以上 とすることによ り、 チ ャネル抵抗

を十分低減 することがで きる。 そのため、基板 の抵抗 を低減 するため に基板

を薄 くするに しても 2 5 0 m以下でよいので、実用上十分な強度 を基板 に

付与することがで きる。 その結果、半導体装置の製造工程 において、基板 の

ハ ン ドリングゃ ダイシ ングを効率 よ く行 うことがで きる。

[001 2] また、本発明の半導体装置では、前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bに

ついて、下記関係式 （3 ) が成 り立つ ことがさ らに好 ま しい （請求項 5 ) 。

y 9 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 4 X + 0 . 4 4 3 4 --- ( 3 )

この構成 において、 た とえば、前記ェ ピタキシャル層 において前記チ ヤネ

ル層 に形成 され るチ ャネルの移動度 を 5 0 c m 2 / V s 以上 である場合、前記

基板 の厚 さは 1 0 0 m 以下であることが好 ま しい （請求項 6 ) 。

[001 3] また、本発明の半導体装置 は、第 1 導 電型の S i C か らなる基板 と、前記

基板上 に形成 され、 ゲ一 卜卜レンチが形成 された第 1 導 電型の S ί C か らな

るェ ピタキシャル層 と、前記ゲ一 卜卜レンチの側面 および底面 に形成 された



ゲ一 卜絶縁膜 と、前記ゲ一 卜卜レンチに埋め込 まれ、前記ゲ一 卜絶縁膜 を介

して前記ェ ピタキシャル層 に対向 しているゲ一 卜電極 と、前記ェ ピタキシャ

ル層の表面側 に露出するように形成 され、前記ゲ一 卜トレンチの前記側面の

—部 を形成する第 1 導電型のソース層 と、前記 ソース層 に対 して前記ェ ピタ

キシャル層の裏面側 に前記 ソース層 に接するように形成 され、前記ゲ一 卜卜

レンチの前記側面の一部 を形成する第 2 導電型のチャネル層 と、前記チヤネ

ル層 に対 して前記ェ ピタキシャル層の前記裏面側 に前記チャネル層 に接する

ように形成 され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記底面 を形成する第 1 導電型の ド

リフ ト層 とを含み、オ ン抵抗 R 。n を変数 y と し、耐電圧 V bを変数 X とする関

数で表 した ときに、下記関係式 （4 ) が成 り立つ ことを特徴 と している （請

求項 7 ) 。

[0014] y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 x + 0 . 9 5 5 ( 4 )

本発明の半導体装置 によれば、オ ン抵抗 R 。n を変数 y と し、耐電圧 V bを変

数 X とする関数で表 した ときに、上記関係式 （4 ) が成 り立つので、従来で

は背反の関係 にあ ったオ ン抵抗 R 。nの低減 および耐電圧 V bの向上 を両立 させ

ることがで きる。

これによ り、従来品 と同抵抗品 （オ ン抵抗 R 。nが同 じ製品）を作製する場

合 には、基板ゃェ ピタキシャル層のアクテ ィブ面積 を小さ くしなが ら十分な

耐電圧 V b を確保で きるので、デバイスサイズを小型 にすることがで き、延ぃ

ては、本発明の半導体装置 を備 える半導体モジュール を小型 にすることもで

きる。 その結果、 1 つの基板か ら得 られるチ ップの数 を増やす ことがで きる

ので、製造歩留 まりの向上で き、製造 コス トを低減することがで きる。

[001 5] 他方、従来品 と同 じアクテ ィブ面積の半導体装置 を作製 した場合 には、従

来品に比べてオ ン抵抗 R 。nが低減 されるので、電流容量 を向上 させることが

で きる。

た とえば、本発明の半導体装置では、前記チャネル層 に連なるように前記

ドリフ 卜層内に形成 され、前記チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記

裏面 に向か って延びた第 2 導電型の ビラ一層 をさ らに含む ことが好 ま しく、



その場合、前記 ェ ピタキシ ャル層 において前記 チ ャネル層 に形成 され るチ ヤ

ネル の移動度 は 1 1 c m 2 / V s 以上 であ り、前記基板 の厚 さが 2 5 0 m 以

下であ って もよい （請求項 8 ) 。

[001 6] この構成 によれ ば、 ェ ピタキシ ャル層 内に第 2 導 電型 の ビラ一層 と第 1 導

電型 の ドリフ 卜層 によるスーパ 一ジ ャンクシ ョン構造 が形成 されているので

、 チ ャネル の移動度 を 1 1 c m 2 / V s 以上 と し、基板 の厚 さを 2 5 0 m 以

下 にす る ことで、上記 関係 式 （4 ) を成立 させ る ことがで きる。

すなわち、 チ ャネル の移動度 を高め るに して も 1 1 c m 2 / V s 以上 で よ く

、基板 を薄 くす るに して も 2 5 0 m 以下で よいので、 ェ ピタキシ ャル層 を

比較 的厚 く保 ち、不純物濃度 を小 さ くで きなが ら、基板 に対 しては、実用上

十分 な強度 を付与 す る ことがで きる。

[001 7] また、本発 明の半導体装置 では、前記オ ン抵抗 R 。n および前記耐電圧 V b に

ついて、 下記 関係 式 （5 ) が成 り立 つ ことが好 ま しい （請求項 9 ) 。

y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 X + 0 . 7 0 0 ( 5 )

この構成 において、 た とえば、前記 チ ャネル層 に連 な るよ うに前記 ドリフ

卜層 内に形成 され、前記 チ ャネル層 か ら前記 ェ ピタキシ ャル層 の前記裏面 に

向か つて延びた第 2 導 電型 の ビラ一層 をさ らに含 む場合、前記 ェ ピタキシ ャ

ル層 において前記 チ ャネル層 に形成 され るチ ャネル の移動度 が 1 1 c m 2 / V

s 以上 であ り、前記基板 の厚 さが 1 0 0 m 以下であ る ことが好 ま しい （請

求項 1 0 ) 。

[001 8] この構成 によれ ば、 ェ ピタキシ ャル層 内に第 2 導 電型 の ビラ一層 と第 1 導

電型 の ドリフ 卜層 によるスーパ 一ジ ャンクシ ョン構造 が形成 されているので

、 チ ャネル の移動度 を 1 1 c m 2 / V s 以上 と し、基板 の厚 さを 1 O O m 以

下 にす る ことで、上記 関係 式 （5 ) を成立 させ る ことがで きる。

また、本発 明の半導体装置 では、前記オ ン抵抗 R 。n および前記耐電圧 V b に

ついて、 下記 関係 式 （6 ) が成 り立 つ ことが さ らに好 ま しい （請求項 1 1 )

[001 9] v ≤ 2 X 0 7 x 2 - 0 . 0 0 0 2 x + 0 . 6 9 8 4 --- ( 6 )



この構成 において、たとえば、前記チャネル層に連なるように前記 ドリフ

卜層内に形成 され、前記チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面に

向かつて延びた第 2 導電型の ビラ一層をさらに含む場合、前記ェ ピタキシャ

ル層において前記チャネル層に形成 されるチャネルの移動度が 5 0 c m 2 / V

s 以上であ り、前記基板の厚 さが 2 5 0 m 以下であることが好ま しい （請

求項 1 2 ) 。

[0020] この構成 によれば、ェ ピタキシャル層内に第 2 導電型の ビラ一層 と第 1 導

電型の ドリフ 卜層によるスーパ一ジャンクシ ョン構造が形成 されているので

、チャネルの移動度 を 5 0 c m 2 / V s 以上 と し、基板の厚 さを 2 5 0 m以

下にすることで、上記関係式 （6 ) を成立させることができる。

また、本発明の半導体装置では、前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bに

ついて、下記関係式 （7 ) が成 り立つことがとりわけ好ま しい （請求項 1 3

)

[0021 ] y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 x + 0 . 4 4 3 4 . " ( 7 )

この構成 において、前記チャネル層に連なるように前記 ドリフ 卜層内に形

成 され、前記チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面に向かって延

びた第 2 導電型の ビラ一層をさらに含む場合、前記ェ ピタキシャル層におい

て前記チャネル層に形成 されるチャネルの移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上であ

り、前記基板の厚 さが 1 0 0 m 以下であることが好ま しい （請求項 1 4 )

[0022] この構成 によれば、ェ ピタキシャル層内に第 2 導電型の ビラ一層 と第 1 導

電型の ドリフ 卜層によるスーパ一ジャンクシ ョン構造が形成 されているので

、チャネルの移動度 を 5 0 c m 2 / V s 以上 と し、基板の厚 さを 1 0 0 m 以

下にすることで、上記関係式 （7 ) を成立させることができる。

また、本発明の半導体装置では、前記ェ ピタキシャル層において前記ゲ一

卜卜レンチの前記底面に形成 された第 2 導電型の耐電圧保持層をさらに含む

ことが好ま しい （請求項 1 5 ) 。

[0023] この構成 によれば、耐電圧保持層 と ドリフ 卜層 との接合 （p n 接合）によ



り生 じる空乏層を、ゲ一 卜トレンチ付近に発生させることができる。そして

、 この空乏層の存在により、ゲー ト電極を基準とする高い電位の等電位面を

ゲ一 卜絶縁膜から遠ざけることができる。その結果、ゲ一 卜絶縁膜にかかる

電界を小さくすることができ、絶縁破壊を防止できるので、耐電圧を一層向

上させることができる。

[0024] また、本発明の半導体装置では、前記ゲー ト絶縁膜は、前記ゲー トトレン

チの前記底面に接する底部と、前記ゲー 卜卜レンチの前記側面に接する側部

とを含み、前記ゲー ト絶縁膜の前記底部は、前記ゲー ト絶縁膜の前記側部よ

りも厚いことが好ましい （請求項 1 6 ) 。

半導体装置のオフ時に大きな電界がかかり易いゲ一 卜卜レンチの底面に接

する部分を厚 くすることにより、ゲ一 卜絶縁膜の底部への電界集中を防止す

ることができる。

[0025] また、本発明の半導体装置では、前記基板のオフ角が、 0 ° ~ 4 ° である

ことが好ましい （請求項 1 7 ) 。

この構成によれば、ゲ一 卜絶縁膜とゲ一 卜卜レンチの側面との間の界面準

位を低 くすることができるので、チャネル層に形成されるチャネルの移動度

を高くすることができる。これにより、チャネル抵抗を低減でき、オン抵抗

R。nを低減することができる。また、前記基板のオフ角が 0 ° ~ 2 ° の範囲

とすることにより、チャネル抵抗をさらに低減でき、オン抵抗 R。nをさらに

低減することができる。

図面の簡単な説明

[0026] [ 図1] 図 1 ( a ) ( b ) は、本発明の第 1実施形態に係る半導体装置の模式的

な平面図であって、図 1 ( a ) は全体図、図 1 ( b ) は内部拡大図をそれぞ

れ示す。

[ 図2] 図 2 は、図 1 ( a ) ( b ) の半導体装置の断面図であって、図 1 ( b )

の切断線Π _ I I での切断面を示す。

[ 図3] 図 3 は、図 1 ( a ) ( b ) の半導体装置の断面図であって、図 1 ( b )

の切断線Π Ι —Π Ι での切断面を示す。



[ 図4] 図 4 は、図 2 および図 3 の半導体装置におけるオン抵抗 R 。n と耐電圧 V

b との関係を示すグラフ （シミュレーションデータ）である。

[ 図5] 図 5 は、本発明の第 2 実施形態に係る半導体装置の模式的な断面図であ

つて、図 2 と同 じ位置での切断面を示す。

[ 図6] 図 6 は、本発明の第 2 実施形態に係る半導体装置の模式的な断面図であ

つて、図 3 と同 じ位置での切断面を示す。

[ 図7] 図 7 は、図 5 および図 6 の半導体装置におけるオン抵抗 R 。n と耐電圧 V

b との関係を示すグラフ （シミュレーションデータ）である。

[ 図8] 図 8 は、本発明の第 3 実施形態に係る半導体装置の模式的な断面図であ

つて、図 2 と同 じ位置での切断面を示す。

[ 図9] 図 9 は、本発明の第 3 実施形態に係る半導体装置の模式的な断面図であ

つて、図 3 と同 じ位置での切断面を示す。

発明を実施するための形態

[0027] 以下では、本発明の実施の形態を、添付図面を参照 して詳細に説明する。

図 1 ( a ) ( b ) は、本発明の第 1実施形態に係る半導体装置の模式的な

平面図であって、図 1 ( a ) は全体図、図 1 ( b ) は内部拡大図をそれぞれ

示す。図 2 は、図 1 ( a ) ( b ) の半導体装置の断面図であって、図 1 ( b

) の切断線Π _ I I での切断面を示す。図 3 は、図 1 ( a ) ( b ) の半導体装

置の断面図であって、図 1 ( b ) の切断線Π Ι —Π Ι での切断面を示す。

[0028] 半導体装置 1 は、 S i C が採用された トレンチゲ一 卜型M I S F E T (Met

a L Insu lator

Sem i conductor Fi e l d Effect Trans i stor) を含む。半導体装置 1 の外形は、

たとえば、図 1 ( a ) に示すように、平面視正方形のチップ状である。チッ

プ状の半導体装置 1 のサイズは、図 1 ( a ) の紙面における上下左右方向の

長さがそれぞれ数 m m程度である。

半導体装置 1 の表面には、 ソースパ ッ ド2 が形成されている。 ソースパ ッ

ド2 は、四隅が外方へ湾曲 した平面視略正方形状であり、半導体装置 1 の表

面のほぼ全域を覆 うように形成されている。 このソースパ ッ ド2 には、その



—辺の中央付近に除去領域 3 が形成されている。除去領域 3 は、ソ一スパッ

ド2 が形成されていない領域である。

[0029] 除去領域 3 には、ゲ一 卜パッド4 が配置されている。ゲ一 卜パッド4 とソ

—スパッド2 との間には間隔が設けられており、これらは互いに絶縁されて

いる。

次に、半導体装置 1 の内部構造について説明する。

半導体装置 1 は、 S i C からなる基板 5 と、基板 5 上に形成されたS i C

からなるェピタキシャル層 6 とを含む。基板 5 およびェピタキシャル層 6 の

導電型は、いずれも第 1導電型としての n 型である。具体的には、基板 5 は

、 n +型 （たとえば、濃度が 1 X 1 0 1 8 ~ 1 X 1 0 2 1 c m - 3 ) であり、ェピ

タキシャル層 6 は、基板 5 よりも低濃度の n - 型 （たとえば、濃度が 1 X 1 0

~ 1 X 1 0 1 7 c m - 3 ) である。

[0030] 基板 5 の厚さは、たとえば、 3 0 m ~ 4 0 0 m であるが、半導体装置

1 のチャネル移動度に合わせて、上記 した範囲内で適宜変更することができ

る。一例として、チャネル移動度が 1 1 c m 2 / V s 以上の場合には、基板 5

の厚さは 1 O O m以下 （かつ、 5 0 m以上）であることが好ましい。ま

た、チャネル移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上の場合には、基板 5 の厚さは 2 5

O m以下 （かつ、 2 0 0 m以上）であってもよい。

[0031 ] このような厚さの基板 5 は、当該厚さのS ί C ウェハを手に入れることが

できるのであれば、図 2 に 「薄化前」で示すように、 S ί C ウェハをそのま

ま用いればよい。一方、 S ί C ウェハよりも薄くする必要があれば、たとえ

ば、基板 5 を裏面 8 (ェピタキシャル層 6 が形成された表面 7 の反対側の面

) 側からグラインド、 ドライエツチング、サンドブラス 卜等の方法により基

板 5 を研削して、図 2 に 「薄化後」で示すように薄くすればよい。

[0032] 従来は、ウェハの破損を防止するために、基板はその上に成長するェピタ

キシャル層よりも厚くされていた。これに対 し、本願発明者は、 トレンチゲ

一卜構造を有するS i C 半導体装置では、オン抵抗 R 。nに対 して基板の抵抗

が占める割合が 1 5 ~ 2 5 %程度あるので、半導体装置 1 の強度を損なわな



い範囲で基板 5 を薄化すれば、半導体装置 1 の強度を確保 しながら、オン抵

抗 R。nを効果的に低減できることを見出したものである。

[0033] また、ェピタキシャル層 6 の厚さは、この実施形態では、たとえば、 3

m~ 1 O O mである。

また、基板 5 は、たとえば、 4 ° のオフ角を有 している。具体的には、基

板 5 の表面 7 (主面）が、 （0 0 0 1 ) 面に対 して [ 1 1 —2 0 ] 軸方向に

4 ° のオフ角で傾斜 した面となっている。オフ角は、これに限らず、 0 ° ~

4 ° の範囲で選択することができる。

[0034] 半導体装置 1 には、図 1 ( a ) に示すように、アクティブ領域 9 と、ァク

ティブ領域 9 を取り囲む周辺領域 1 0 が形成されている。アクティブ領域 9

は、たとえば、平面視において半導体装置 1 の中央部に配置されている。

アクティブ領域 9 においてェピタキシャル層 6 には、ゲ一 卜トレンチ 1 1

が形成されている。ゲ一 卜トレンチ 1 1 は、この実施形態では、図 1 ( b )

に示すように格子状に形成されている。ただ し、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の形状

は、格子状に限らず、ス トライプ状、ハニカム状等であってもよい。

[0035] この実施形態では、格子状のゲ一 卜トレンチ 1 1 が形成されることにより

、ェピタキシャル層 6 にはゲ一 卜トレンチ 1 1 で取り囲まれた各窓部分に、

4 つの角部 1 2 を有する直方体形状 （平面視正方形状）の単位セル 1 3 が多

数形成されている。単位セル 1 3 では、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の深さ方向がゲ

— 卜長方向であり、そのゲー ト長方向に直交する各単位セル 1 3 の周方向が

ゲー 卜幅方向である。

[0036] また、ゲ一 卜トレンチ 1 1 は、側面 1 4 と底面 1 5 とが交わるコーナ部 1

6 が湾曲面となるように断面 U字状に形成されている。この場合、ゲ一 卜卜

レンチ 1 1 の側面 1 4 は、 0 ° ~ 4 ° のオフ角を有する基板 5 の表面 7 の垂

直面に対 して、たとえば、 0 ° ~ 4 ° の角度で傾斜 している。ゲ一 卜トレン

チ 1 1 の側面 1 4 のチャネル部分を実質的にオフ角 0 ° にすることにより、

ゲ一 卜絶縁膜 1 7 (後述）とゲ一 卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 との間の界面準

位を低 くすることができるので、チャネル層 2 6 (後述）に形成されるチヤ



ネルの移動度を高くすることができる。これにより、チャネル抵抗を低減で

き、オン抵抗 R。nを低減することができる。

[0037] ゲ一 卜トレンチ 1 1 は、たとえば、ェピタキシャル層 6 を ドライエツチン

グしてゲ一 卜トレンチ 1 1 の外形を形成 した後、その内面をウエットエッチ

ングすることにより形成されている。これにより、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の側

面 1 4 の平坦性を改善することができる。その結果、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の

側面 1 4 に沿つて電流が流れる際、電子同士の衝突を低減することができる

ので、チャネル移動度を高くすることができる。

[0038] ゲ一 卜トレンチ 1 1 の内面 （側面 1 4 、底面 1 5 およびコーナ部 1 6 ) に

は、その全域を覆うように、 S i 0 2等の絶縁物からなるゲ一 卜絶縁膜 1 7 が

形成されている。

ゲ一 卜絶縁膜 1 7 は、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の底面 1 5 に接する底部 1 8 と

、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 に接する側部 1 9 とを含み、底部 1 8 が側

部 1 9 よりも厚 くなつている。たとえば、側部 1 9 の厚さが4 0 0 A ~ 8 0

O A であるのに対 し、底部 1 8 の厚さは 1 0 0 0 A ~ 3 0 0 0 A である。半

導体装置 1 のオフ時に大きな電界がかかり易いゲ一 卜トレンチ 1 1 の底面 1

5 に接する底部 1 8 を厚 くすることにより、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 の底部 1 8 へ

の電界集中を防止することができる。

[0039] ゲ一 卜絶縁膜 1 7 の底部 1 8 と側部 1 9 と間に厚さの差を設けるには、た

とえば、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の形成後、まず、C V D法等の方法により、ゲ

— 卜トレンチ 1 1 の内部が満たされるまで絶縁材料を堆積 して絶縁層を形成

する。そして、エッチバック等の方法により、当該絶縁層の表面 （エッチバ

ック面）をェピタキシャル層 6 の裏面側に後退させる。これにより、絶縁層

のゲ一 卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 に接 している部分を除去 し、底面 1 5 上に

残った絶縁層を底部 1 8 として残す。その後、熱酸化等の方法により、露出

しているゲ一 卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 上に側部 1 9 を形成すればよい。以

上の工程を経て、底部 1 8 と側部 1 9 と間に厚さの差が設けられたゲー ト絶

縁膜 1 7 を形成することができる。



[0040] また、ゲ一 卜トレンチ 1 1 には、ポ リシ リコン等の導電材料か らなるゲ一

卜電極 2 0 が埋設されている。ゲ一 卜電極 2 0 は、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 を介 し

てェ ピタキシャル層 6 に対向 している。

各単位セル 1 3 の中央部 にはソース トレンチ 2 1 が形成 されている。 この

実施形態では、 ソ一ス トレンチ 2 1 の形状は平面視四角形状であ り、 また、

ソース トレンチ 2 の深さはゲ一 卜トレンチ 1 1 と同 じである。 ソース 卜レ

ンチ 2 1 もゲ一 卜トレンチ 1 1 と同様 に、側面 2 2 と底面 2 3 とが交わるコ

—ナ部 2 4 が湾曲面 となるように断面 U字状 に形成 されている。

[0041 ] 各単位セル 1 3 には、ェ ピタキシャル層 6 の表面側か ら裏面側へ向かって

順 にソース層 2 5 、チャネル層 2 6 および ドリフ ト層 2 7 が形成 され、 これ

らの層 2 5 2 7 は互いに接 している。 これ らの層 2 5 2 7 の導電型は、

ソース層 2 5 および ドリフ 卜層 2 7 が第 1 導電型 と しての n 型であ り、チヤ

ネル層 2 6 は第 2 導電型 と しての p 型である。具体的には、 ソース層 2 5 は

、 n +型 （たとえば、濃度が 1 X 1 0 1 8 ~ 1 X 1 0 2 1 c m - 3 ) であ り、チヤ

ネル層 2 6 は、 p 型 （たとえば、濃度が 1 . 0 X 0 c m - ~ . 0 X 1

0 1 9 c m - 3 ) であ り、 ドリフ ト層 2 7 は、 ソース層 2 5 よりも低濃度の n - 型

(た とえば、濃度が 1 X 1 0 ~ X 0 1 7 c m - 3 ) である。

[0042] ソース層 2 5 は、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 の一部およびソース 卜レ

ンチ 2 1 の側面 2 2 の一部 を形成 している。チャネル層 2 6 も同様 に、ゲ一

卜トレンチ 1 1 の側面 1 4 の一部およびソース トレンチ 2 の側面 2 の一

部 を形成 している。そ して、 ドリフ ト層 2 7 は、ゲ一 卜トレンチ 1 1 のコ一

ナ部 1 6 および底面 1 5 、な らびにソース トレンチ 2 のコーナ部 2 4 およ

び底面 2 3 を形成 している。

[0043] これ らの層 2 5 ~ 2 7 は、基板 5 上にェ ピタキシャル層 6 を成長させた後

、イオ ン注入および活性化処理 により形成 してもよい し、基板 5 の表面 7 側

か ら順 に ドリフ ト層 2 7 、チャネル層 2 6 およびソース層 2 5 を直接ェ ピタ

キシャル成長させることにより形成 してもよい。 これ らの方法のうち、後者

のェ ピタキシャル成長を用いる方法であれば、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 とゲ一 卜卜



レンチ 1 1 の側面 1 4 との間の界面準位を低 くすることができるので好まし

い。

[0044] また、ェピタキシャル層 6 には、耐電圧保持層としてのゲ一 卜耐電圧保持

層 2 8 およびソース耐電圧保持層 2 9 が形成されている。これらの層 2 8 ，

2 9 の導電型は、いずれも第 2 導電型としての p 型である。具体的には、ゲ

— 卜耐電圧保持層 2 8 およびソース耐電圧保持層 2 9 は、 p 型 （たとえば、

濃度が 1 . 0 X 0 c m - 3 ~ . 0 X 1 0 1 9 c m - 3 ) である。

[0045] ゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 は、格子状のゲ一 卜トレンチ 1 1 に沿って形成さ

れており、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 に形成された第 1部分 3 2 と、

ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線部 3 に形成された第 2 部分 3 3 とを一体的に含

んでいる。

ゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 の第 1部分 3 2 は、交差部 3 0 におけるゲ一 卜卜

レンチ 1 1 の底面 1 5 からゲ一 卜トレンチ 1 1 のコーナ部 1 6 を経て、コ一

ナ部 1 6 直上のチャネル層 2 6 に至るように形成されている。すなわち、第

1部分 3 2 は、平面視では、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 よりもやや大

きい正方形状に形成されていて、その各角が、当該交差部 3 0 に臨む4 つの

単位セル 1 3 の各角部 1 2 にそれぞれ入り込んでいる。第 1部分 3 2 におい

てゲ一 卜トレンチ 1 1 の底面 1 5 から基板 5 へ向かう方向に沿う厚さ は、

たとえば、 0 . 8 m程度である。

[0046] ゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 の第 2 部分 3 3 は、隣り合う第 1部分 3 2 同士を

繋 ぐ一定幅の直線状に形成されていて、ゲ一 卜トレンチ 1 1 のコーナ部 1 6

に重ならないように、底面 1 5 にのみ形成されている。また、第 2 部分 3 3

は、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線部 3 1 の幅 （互いに向き合うゲ一 卜トレンチ

1 の側面 1 4 間の距離 （たとえば、 1 m) よりも狭い幅 （たとえば、 1

. 8 m ) を有 している。また、第 2 部分 3 3 においてゲ一 卜トレンチ 1 1

の底面 1 5 から基板 5 へ向かう方向に沿う厚さT 2は、第 1部分 3 2 の厚さΤ

，よりも小さく （すなわち、丁， ！ ) 、たとえば、 0 . 7 Ί程度である。

[0047] ソース耐電圧保持層 2 9 は、ソース トレンチ 2 1 の底面 2 3 からソース 卜



レンチ 2 1 のコーナ部 2 4 を経て、コーナ部 2 4 直上のチャネル層 2 6 に至

るように形成されている。また、ソース耐電圧保持層 2 9 においてソース 卜

レンチ 2 1 の底面 2 3 から基板 5 へ向かう方向に沿う厚さT 3は、ゲ一 卜耐電

圧保持層 2 8 の第 1部分 3 2 の厚さT ，と同 じである （たとえば、 0 . 8 m

程度）。

[0048] 各ソース トレンチ 2 1 の底面 2 3 には、ソース耐電圧保持層 2 9 の表層部

にチャネルコンタク 卜層 3 4 が形成されている。チャネルコンタク 卜層 3 4

の導電型は、第 2 導電型としての p 型である。具体的には、チャネルコンタ

ク 卜層 3 4 は、 p +型 （たとえば、不純物濃度が 1 . 0 X 0 c m - ~ .

0 X 1 0 2 c m - つ である。

周辺領域 1 0 において、ェピタキシャル層 6 の表層部には、マ トリクス状

に配列された単位セル 1 3 (アクティブ領域 9 ) を取り囲むように、ァクテ

ィプ領域 9 から間隔を開けて p 型のガ一 ドリング3 5 が複数本 （この実施形

態では、 4 本）形成されている。これらのガー ドリング3 5 は、 p 型のチヤ

ネル層 2 6 を形成する工程と同一のィ才ン注入工程で形成することができる

[0049] ェピタキシャル層 6 上には、ゲ一 卜電極 2 0 を被覆するように、 S ί 0 2等

の絶縁物からなる層間絶縁膜 3 6 が積層されている。

層間絶縁膜 3 6 およびゲ一 卜絶縁膜 1 7 には、ソ一ス トレンチ 2 1 よりも

大径のコンタク トホール 3 7 が形成されている。これにより、コンタク トホ

—ル 3 7 内には、各単位セル 1 3 のソース トレンチ 2 1 の全体およびェピタ

キシャル層 6 におけるソース トレンチ 2 の周縁部が露出していて、ェピタ

キシャル層 6 の表面とソース トレンチ 2 の底面 2 3 との高低差に応 じた段

差が形成されている。

[0050] 層間絶縁膜 3 6 上には、ソース電極 3 8 が形成されている。ソース電極 3

8 は、各コンタク トホール 3 7 を介 して、すべての単位セル 1 3 のソース 卜

レンチ 2 1 に一括 して入り込んでいて、各単位セル 1 3 において、ソース 卜

レンチ 2 1 の底側から順にチャネルコンタク 卜層 3 4 、ソース耐電圧保持層



2 9 、チャネル層 2 6 およびソース層 2 5 に接触 している。すなわち、 ソ一

ス電極 3 8 は、すべての単位セル 1 3 に対 して共通の配線 となっている。

[0051 ] そ して、 このソース電極 3 8 上には層間絶縁膜 （図示せず）が形成 されて

お り、その層間絶縁膜 （図示せず）を介 して、 ソース電極 3 8 がソースパ ッ

ド2 (図 1 ( a ) 参照）に電気的に接続 されている。一方、ゲ一 卜パ ッ ド4

(図 1 ( a ) 参照）は、当該層間絶縁膜 （図示せず）上に引き回されたゲ一

卜配線 （図示せず）を介 して、ゲ一 卜電極 2 0 に電気的に接続 されている。

[0052] また、 ソース電極 3 8 は、たとえば、ェ ピタキシャル層 6 との接触側か ら

順 に T i / T i N 層 と、 A I 層 とが積層された構造を有 している。

基板 5 の裏面 8 には、その全域 を覆 うように ドレイン電極 3 9 が形成 され

ている。 この ドレイン電極 3 9 は、すべての単位セル 1 3 に対 して共通の電

極 となっている。 ドレイン電極 3 9 と しては、たとえば、基板 5 側か ら順 に

Τ ί 、 Ν ί 、 A u および A g が積層された積層構造 （Τ ί / Ν ί / A u / A

g ) を適用することができる。

[0053] ドレイン電極 3 9 の形成は、たとえば、 まず、基板 5 の裏面 8 に Ν ί を 6

0 0 Α 程度の厚 さで堆積する。次に、基板 5 を レ一ザァ二一ル処理すること

により、 N i をシ リサイ ド化 して基板 5 に対するコンタク 卜層を形成する。

レーザァニール処理 を採用することにより、通常のァニール処理 とは異な り

、 ソース電極 3 8 が高温環境下に置かれることを防止できるので、 ソース電

極 3 8 の溶融 を防止することができる。そ して、 コンタク ト層の形成後は、

Τ ί 、 Ν ί 、 A u および A g の順 に総厚で 1 从mの電極 を形成すればよい。

[0054] 次 に、図 2 および図 3 の半導体装置 1 のオ ン抵抗 R 。n と耐電圧 V B との関係

を調べるための試作品を作製 したので説明する。

具体的には、基板 5 の厚 さが 1 0 0 mの半導体装置 1 を作製 した。そ し

て、半導体装置 1 の耐電圧 V Bがそれぞれ 6 0 0 V および 1 2 0 0 V となるよ

うにェ ピタキシャル層 6 の不純物濃度 を変化させ、そのときのオ ン抵抗 R 。N

を測定 した。結果は、耐電圧 V B = 6 0 0 V のときのオ ン抵抗 R 。nが 0 . 7 9

Ί Ω c m 2であ り、耐電圧 V B = 0 0 V のときのオ ン抵抗 R 。nが 1 . 4



1 Ί Ω c m 2であった。なお、耐電圧V Bを測定するときのドレイン飽和電

流 （I DSS) は 1 0 0 A とし、オン抵抗 R 。nを測定するときの電流密度 J D

は 1 0 0 A / c m 2とした。

[0055] また、図2 および図3 の半導体装置 1のオン抵抗R。nと耐電圧V bとの関係

を調べるためのシミュレーションを行ったので説明する。

具体的には、チャネル移動度 （C h移動度）が 1 1 c m 2/ V s 、 3 0 c m

2 / V s 、 5 0 c m 2 / V s および 1 0 0 c m 2 / V s に設定された4 パターン

の半導体装置それぞれに関して、基板 5 の厚さを 1 0 0 mに設定した条件

( S u b薄化）と、基板 5 の厚さを2 5 O mに設定した条件それぞれにつ

いてシミュレ一ションを行い、合計 8 つのシミュレ一ション例 1 ~ 8 を行つ

た。

[0056] 各シミュレーション例 1 ~ 8 では、所定の耐電圧V bとなるようにェピタキ

シャル層 6 の不純物濃度を変化させ （測定N o が小さいほどェピタキシャル

層 6 の不純物濃度が濃く、測定N o が大きいほどェピタキシャル層 6 の不純

物濃度が薄い）、そのときのオン抵抗R。nをシミュレーションした。そして

、オン抵抗R。nを変数 y とし、耐電圧V bを変数 X とする関数で表すことによ

り、耐電圧V bとオン抵抗R。nとの間にどのような関係が成り立つかを調べた

。なお、耐電圧V bを測定するときのドレイン飽和電流 （I DSS) は 1 0 0 从

A とし、オン抵抗R。nを測定するときの電流密度 J Dは 1 0 0 A / c m 2とし

た。

[0057] 結果を下記表 1および図4 に示す。

[0058]



表 1

ンミュレ--シヨンNo. Gh移動度 基板厚さ 耐電圧V b オン抵抗 Ron
(cm2/Vs) ( m ) (V) ( ι Ω · Ι2)測定 No

1 680 0.81
2 828 1.01
3 1100 1.34例 1 11 100
4 1457 1.91
5 1883 3.07
6 3766 1.48
1 680 0.60
2 828 0.80
3 1100 1.14例 2 30 00
4 1457 1.70
5 1883 2.86
6 3766 11.27
1 680 0.55
2 828 0.75
3 1100例 1.093 50 00
4 1457 1.65
5 1883 2.81
6 3766 .23
1 680 0.52
2 828 0.72
3 1100 1.05例 4 100 100
4 1457 1.61
5 1883 2.77
6 3766 11.19
1 680 1.07
2 828 1.26
3 1100 1.60例 5 11 250
4 1457 2.1 6
5 1883 3.32
6 3766 .74
1 680 0.86
2 828 1.05
3 1100例 1.396 30 250
4 1457 1.95
5 1883 3 .
6 3766 1.53
1 680 0.81
2 828 1.01
3 00 1.34

例 7 50 250
4 1457 1.90
5 1883 3.06
6 3766 11.48
1 680 0.77
2 828 0.97
3 1100 1.31

例 8 100 250
4 1457 1.87
5 1883 3.03
6 3766 1 .44



[0059] 図 4 において、各例 1 ~ 8 のプロッ トをつないだグラフは、上か ら順 に例

5 、例 6 、例 1 = 例 7 、例 8 、例 2 、例 3 および例 4 それぞれのグラフであ

る。

これ らの例 1 ~ 8 の うち、例 1 のグラフは y ，= 9 X 1 0 - 7 X ，2 _ 0 0 0

0 4 X + 0 . 7 0 0 ( 1 ' ) を満た し、例 7 のグラフは y 2 = 9 X 0 - 7

x 2
2 _ 0 . 0 0 0 4 x 2 + 0 . 6 9 8 4 ··. ( 2 ' ) を満た し、例 3 のグラフは

y 3 = 9 X 0 7 x 3
2 - 0 . 0 0 0 4 x 3 + 0 . 4 4 3 4 " . ( 3 ' ) を満たす

ものである。

[0060] 以上の結果か ら、 この第 1 実施形態の半導体装置 1 によれば、従来の半導

体装置では発現できなかつた関係式 （1 ) が成 り立つことがわかつた。

y ≤ 9 X 0 7 x 2 - 0 . 0 0 0 4 χ + 0 . 7 0 0 = y ( )

そ して、 この関係式 （1 ) が成立する場合には、従来では背反の関係 にあ

つたオ ン抵抗 R 。nの低減および耐電圧 V bの向上を両立できることがわかった

[0061 ] これにより、従来品と同抵抗品 （オ ン抵抗 R 。nが同 じ製品）を作製する場

合には、基板 5 ゃェ ピタキシャル層 6 のアクテ ィブ領域 9 の面積 を小さ くし

なが ら十分な耐電圧 V bを確保できるので、デバイスサイズを小型にすること

ができ、延いては、半導体装置 1 を備える半導体モジュールを小型にするこ

ともできる。その結果、 1 つの基板 5 か ら得 られるチ ップの数 を増やすこと

ができるので、製造歩留 まりの向上でき、製造 コス トを低減することができ

る。

[0062] 他方、従来品と同 じアクテ ィブ面積の半導体装置を作製する場合には、従

来品に比べてオ ン抵抗 R 。nが低減 されるので、電流容量を向上させることが

できる。

さらに、基板 5 の厚 さが 1 O O m以下である場合 （例 1 〜例 4 ) には、

チャネル抵抗を低減するためにチャネル移動度 を高めるに しても 1 1 c m 2 /

V s 以上であれば、上記関係式 （1 ) を成立させることができる。そのため

、ェ ピタキシャル層 6 を比較的厚 く形成 した り、ェ ピタキシャル層 6 の不純



物濃度を小さくしたりすることができる。そのため、同 じオン抵抗 R。nでも

高い耐電圧V bを実現することができる。

[0063] —方、基板 5 の厚さを2 5 O m とする場合でも、チャネル移動度が 5 0

c m 2 / V s 以上であれば （例 7 〜例 8 ) 、上記関係式 （1 ) を成立させるこ

とができる。この場合には、基板 5 の抵抗を低減するために基板 5 を薄 くす

るにしても2 5 0 m以下でよいので、実用上十分な強度を基板に付与する

ことができる。その結果、半導体装置 1 の製造工程において、基板 5 のハン

ドリングゃダイシングを効率よく行うことができる。

[0064] そ して、この半導体装置 1 では、ソース電極 3 8 を接地 した状態で、ソ一

ス電極 3 8 と ドレイン電極 3 9 との間 （ソース一 ドレイン間）に ドレイン電

圧が印加される。この状態において、ゲ一 卜電極 2 0 にゲ一 卜閾値電圧以上

の電圧が印加されると、各単位セル 1 3 の側壁を形成するチャネル層 2 6 に

沿ってチャネルが形成される。これにより、 ドレイン電極 3 9 からソース電

極 3 8 へ電流が流れ、各単位セル 1 3 が才ン状態となる。

[0065] —方、各単位セル 1 3 がオフ状態 （つまり、ゲ一 卜電圧が 0 V の状態）に

され、ソース一 ドレイン間に電圧が印加されたままであると、ゲ一 卜電極 2

0 とェピタキシャル層 6 との間に介在するゲ一 卜絶縁膜 1 7 に電界がかかる

この電界は、ゲ一 卜電極 2 0 とェピタキシャル層 6 との電位差に起因 して

生 じるものである。そして、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の底面 1 5 においては、ゲ

— 卜電極 2 0 を基準 （0 V ) として非常に高い電位の等電位面が分布 し、 し

かも等電位面の間隔が小さいため、非常に大きな電界が生 じる。たとえば、

ドレイン電圧が 9 0 0 V であれば、 ドレイン電極 3 9 に接する基板 5 の裏面

8 付近では 9 0 0 V の等電位面が分布 しており、基板 5 の裏面 8 からェピタ

キシャル層 6 の表面側へ向かうにつれて電圧降下を生 じるが、ゲ一 卜トレン

チ 1 1 の底面 1 5 付近では、数十V 程度の等電位面が分布する。そのため、

ゲ一 卜トレンチ 1 1 の底面 1 5 では、ゲ一 卜電極 2 0 側へ向かう非常に大き

な電界が生 じる。とりわけ、この実施形態のように、ゲ一 卜トレンチ 1 1 が



格子状に形成されており、格子状のゲ一 卜トレンチ 1 1 の窓部に四角柱状の

単位セル 1 3 が配列されている場合は、単位セル 1 3 の各角部 1 2 に形成さ

れたゲ一 卜トレンチ 1 1 のコーナ部 1 6 付近において、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 の

絶縁破壊が特に発生 しゃすい。

[0066] 具体的には、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 の対角線上で互いに隣り合

うソース トレンチ 2 1 の距離 (図 2 参照）は、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線

部 3 を挟んで互いに隣り合うソース トレンチ 2 の距離 D 2 (図 3 参照）に

比べて大きくなる （たとえば、この実施形態では、 D ，はD 2の 1 . 4 倍）。

そのため、相対的に広いスペースがあるゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 の

コーナ部 1 6 の直下に等電位面が入り込み、等電位面の密集を生 じる。その

結果、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の当該コーナ部 1 6 付近において、ゲ一 卜絶縁膜

1 7 の絶縁破壊が特に発生 しゃすい。

[0067] そこで、この実施形態の半導体装置 1 では、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部

3 0 のコーナ部 1 6 にゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 (第 1部分 3 2 ) が形成され

ている。これにより、第 1部分 3 2 と ドリフ ト層 2 7 との接合 （p n 接合）

により生 じる空乏層を、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 付近に発生させる

ことができる。さらにこの半導体装置 1 では、各単位セル 1 3 に形成された

ソース トレンチ 2 1 のコーナ部 2 4 に、ソース耐電圧保持層 2 9 が形成され

ている。そのため、このソース耐電圧保持層 2 9 と ドリフ ト層 2 7 との接合

( p n 接合）により生 じる空乏層を、ソース トレンチ 2 1 を取り囲むゲ一 卜

トレンチ 1 1 の交差部 3 0 のコーナ部 1 6 へ向かって広げることができる。

[0068] これらの空乏層の存在により、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 のコーナ

部 1 6 とソース トレンチ 2 1 のコーナ部 2 4 との間に等電位面が入り込むこ

とを防止でき、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 から遠ざけることができる。その結果、ゲ

— 卜トレンチ 1 1 の交差部 3 0 のコーナ部 1 6 付近における等電位面の密集

を防止することができる。その結果、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 にかかる電界を小さ

くすることができるので、絶縁破壊を防止することができる。

[0069] また、半導体装置 1 では、第 1部分 3 2 がコーナ部 1 6 を経て、コーナ部



1 6 直上のチャネル層 2 6 に至るように形成 されているが、単位セル 1 3 の

角部 1 2 には、チャネルが形成 されないか、形成 されても当該チャネルを流

れる電流は微量である。 したがって、チャネル層 2 6 におけるコーナ部 1 6

直上の部分に至るようにゲー ト耐電圧保持層 2 8 (第 1 部分 3 2 ) を形成す

ることにより、デバイスの性能にほとんど影響 を与えずに、ゲ一 卜絶縁膜 1

7 の破壊防止効果を一層向上させることができる。

[0070] —方、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線部 3 には、直線部 3 の幅よりも狭い

幅のゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 (第 2 部分 3 3 ) が形成 されている。 これによ

り、第 2 部分 3 3 と ドリフ ト層 2 7 との接合 （p n 接合）により生 じる空乏

層を、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線部 3 1 に沿 って発生させることができる。

そのため、ゲ一 卜トレンチ 1 1 の直線部 3 1 の直下に生 じる電界を、当該空

乏層により緩和することができる。その結果、ゲ一 卜絶縁膜 1 7 に生 じる電

界を、全体にわたって満遍な く緩和することができる。

[0071 ] しかも、ゲ一 卜耐電圧保持層 2 8 (第 2 部分 3 3 ) がゲ一 卜トレンチ 1 1

の直線部 3 の側面 1 4 (つまり、単位セル 1 3 においてチャネルが形成 さ

れる部分）に形成 されていない。 よって、チャネル特性の制御 を精度 よ く行

うこともできる。

図 5 は、本発明の第 2 実施形態に係 る半導体装置の模式的な断面図であつ

て、図 2 と同 じ位置での切断面を示す。図 6 は、本発明の第 2 実施形態に係

る半導体装置の模式的な断面図であって、図 3 と同 じ位置での切断面を示す

。図 5 および図 6 において、図 2 および図 3 に示す各部 に相当する部分には

、それ らの各部 に付 した参照符号 と同一の参照符号を付 し、それ らの部分に

ついては説明を省略する。

[0072] この第 2 実施形態に係 る半導体装置 5 では、 ソ一ス トレンチ 2 が形成

されていない。 ソース トレンチ 2 の底面 2 3 に形成 されていたチャネル コ

ンタク 卜層 3 4 は、 この実施形態では、ェ ピタキシャル層 6 の表面に形成 さ

れている。

また、半導体装置 5 1 では、 ドリフ ト層 2 7 内に p 型 ビラ一層 5 2 が形成



されている。

p 型 ビラ一層 5 2 は、各単位セル 1 3 のチャネル層 2 6 の内方の領域に形

成されている。より具体的には、 この実施形態では、 p 型 ビラ一層 5 2 は、

チャネル層 2 6 のほぼ中央の領域において、たとえばチャネル層 2 6 と相似

形 （図 1 ( b ) の レイアウ トでは平面視四角形）に形成されている。 p 型 ピ

ラ一層 5 2 は、チャネル層 2 6 に連なるように形成されており、 ドリフ ト層

7 において、チャネル層 2 6 よりも深い位置まで基板 5 に向かって延びて

いる。すなわち、 p 型 ビラ一層 5 2 は、ほぼ柱状 （図 1 ( b ) の レイアウ ト

ではほぼ四角柱状）に形成されている。

[0073] これにより、ェ ピタキシャル層 6 には、適当な ピッチで配列された p 型 ピ

ラ一層 5 2 と、互いに隣 り合 う p 型 ビラ一層 5 2 の間に挟 まれた n - 型の ドリ

フ 卜層 2 7 とがェ ピタキシャル層 6 の表面に沿 う方向に交互に配列されてス

—パ一ジャンクシ ョン （S J ：Super Junct i on) 構造が形成されている。

次に、図 5 および図 6 の半導体装置 5 のオン抵抗 R 。n と耐電圧 V b との関

係を調べるためのシミュレーシ ョンを行 ったので説明する。

[0074] 具体的には、チャネル移動度 （C h 移動度）が 1 1 c m 2 / V s 、 3 0 c m

2 / V s 、 5 0 c m 2 / V s および 1 0 0 c m 2 / V s に設定された 4 パター ン

の半導体装置それぞれに関 して、基板 5 の厚さを 1 0 0 m に設定 した条件

( S u b 薄化）と、基板 5 の厚さを 2 5 O m に設定 した条件それぞれにつ

いてシ ミュ レー シ ョンを行い、合計 8 つのシ ミュ レー シ ョン例 9 ~ 1 6 を行

つた。

[0075] 各シミュレーシ ョン例 9 ~ 1 6 では、所定の耐電圧 V b となるようにェ ピタ

キシャル層 6 の不純物濃度を変化させ （測定 N o が小さいほどェ ピタキシ ャ

ル層 6 の不純物濃度が濃 く、測定 N o が大きいほどェ ピタキシ ャル層 6 の不

純物濃度が薄い）、 そのときのオン抵抗 R 。nをシミュレーシ ョンした。そ し

て、オン抵抗 R 。nを変数 y と し、耐電圧 V bを変数 X とする関数で表すことに

より、耐電圧 V b とオン抵抗 R 。n との間にどのような関係が成 り立つかを調べ

た。なお、耐電圧 V bを測定するときの ドレイン飽和電流 （I DS S ) は 1 0 0



A とし、オン抵抗R。nを測定するときの電流密度J Dは1 0 0 A / c m 2と

した。

[0076] 結果を下記表 2 および図 7 に示す。

[0077]



表2

ンミュレ--シヨンNo. Ch移動度 基 厚さ 耐電圧Vb オン抵抗Ron
(cm2/Vs) m (V) (m - cm2)測定No

1 1361 0.81
2 1657 1.01
3 2 199 1.34例 9 11 100
4 291 5 1.91
5 3767 3.07
6 7533 1.48
1 1361 0.60
2 1657 0.80
3 2 199 1.14例 10 30 100
4 291 5 1.70
5 3767 2.86
6 7533 .27
1 1361 0.55
2 1657 0.75
3 2 199 1.09例 11 50 100
4 291 5 1.65
5 3767 2.81
6 7533 .23
1 1361 0.52
2 1657 0.72
3 2 199 1.05例 12 100 100
4 291 5 1.61
5 3767 2.77
6 7533 11.19
1 1361 1.07
2 1657 1.26
3例 2 199 1.6013 11 250
4 291 5 2.1 6
5 3767 3.32
6 7533 1 .74
1 1361 0.86
2 1657 1.05
3例 2 99 1.3914 30 250
4 291 5 1.95
5 3767 3.1 1
6 7533 1.53
1 1361 0.81
2 1657 1.01
3 2 199 1.34例 15 50 250
4 291 5 1.90
5 3767 3.06
6 7533 .48
1 1361 0.77
2 1657 0.97
3 2199 1.31例 16 100 250
4 291 5 1.87
5 3767 3.03
6 7533 11.44



[0078] 図 7 において、各例 9 ~ 1 6 のプロットをつないだグラフは、上から順に

例 1 3 、例 1 4 、例 9 = 例 5 、例 1 6 、例 1 0 、例 1 1 および例 1 2 それ

ぞれのグラフである。

これらの例 1 ~ 8 のうち、例 1 3 のグラフは y 4 = 2 X 1 0 - 7 X 4
2 _ 0 0

0 0 2 x 4 + 0 . 9 5 5 ( 4 ' ) を満たし、例 9 のグラフは y 5 = 2 X

0 - 7 x 5 2 _ 0 . 0 0 0 2 χ + 0 . 7 0 0 ( 5 ' ) を満たし、例 1 5 のグ

ラフは y 6 = 2 X 1 0 —7 χ 6
2 — 0 . 0 0 0 2 χ 6 + 0 . 6 9 8 4 . ( 6 ' ) を

満たし、例 1 1 のグラフは y 7 = 2 X 1 0 - 7 X 7
2 _ 0 0 0 0 2 X 7 + 0 4

4 3 4 --- ( 7 ) を満たすものである。

[0079] 以上の結果から、この第 2 実施形態の半導体装置 5 1 によれば、従来の半

導体装置では発現できなかった関係式 （4 ) が成り立つことがわかった。

y ≤ 2 X 0 7 x 2 - 0 . 0 0 0 2 χ + 0 . 9 5 5 = y 4 ( 4 )

そして、この関係式 （4 ) が成立する場合には、従来では背反の関係にあ

つたオン抵抗 R 。nの低減および耐電圧 V bの向上を両立できることがわかった

[0080] これにより、従来品と同抵抗品 （オン抵抗 R 。nが同じ製品）を作製する場

合には、基板 5 ゃェピタキシャル層 6 のアクティブ領域 9 の面積を小さくし

ながら十分な耐電圧 V bを確保できるので、デバイスサイズを小型にすること

ができ、延いては、半導体装置 1 を備える半導体モジュールを小型にするこ

ともできる。その結果、 1 つの基板 5 から得られるチップの数を増やすこと

ができるので、製造歩留まりの向上でき、製造コス トを低減することができ

る。

[0081 ] 他方、従来品と同じアクティブ面積の半導体装置を作製する場合には、従

来品に比べてオン抵抗 R 。nが低減されるので、電流容量を向上させることが

できる。

さらに、半導体装置 5 1 によれば、ェピタキシャル層 6 内に p 型ビラ一層

5 2 と n - 型 ドリフト層 2 7 によるスーパ一ジャンクション構造が形成されて

いるので （例 9 〜例 1 6 ) 、チャネル移動度を 1 1 c m 2 V s 以上とし、基



板の厚さを2 5 O m以下にすることで、上記関係式 （4 ) を成立させるこ

とができる。

[0082] すなわち、チャネル移動度を高めるにしても 1 1 c m 2 V s 以上でよく、

基板 5 を薄 くするにしても2 5 0 m以下でよいので、ェピタキシャル層 6

を比較的厚 く保ち、不純物濃度を小さくできながら、基板 5 に対 しては、実

用上十分な強度を付与することができる。

以上、本発明の実施形態を説明 したが、本発明は、他の形態で実施するこ

ともできる。

[0083] たとえば、本発明は、第 1実施形態の半導体装置 1 と第 2 実施形態の半導

体装置 5 の構成を組み合わせることにより、図 8 および図 9 に示すように

、ソース トレンチ 2 1 および p 型ビラ一層 5 2 (スーパ一ジャンクション構

造）を備える半導体装置 8 1 により実施することもできる。この半導体装置

8 において p 型ビラ一層 5 2 は、第 1実施形態のソース耐電圧保持層 2 9

がチャネル層 2 6 よりも深い位置まで基板 5 に向かって延びることにより構

成されている。

[0084] また、半導体装置 1，5 1，8 1 の各半導体部分の導電型を反転 した構成

が採用されてもよい。たとえば、半導体装置 1，5 1，8 1 において、 p 型

の部分が n 型であり、 n 型の部分が p 型であってもよい。

また、各単位セル 1 3 は、直方体形状 （四角柱状）に限らず、たとえば、

三角柱状、五角柱状、六角柱状等の他の多角柱状であってもよい。

[0085] 本発明の半導体パワーデバイスは、たとえば、電気自動車 （ハイブリッド

車を含む）、電車、産業用ロボットなどの動力源として利用される電動モ一

タを駆動するための駆動回路を構成するインバ一タ回路に用いられるパワー

モジュールに組み込むことができる。また、太陽電池、風力発電機その他の

発電装置 （とくに自家発電装置）が発生する電力を商用電源の電力と整合す

るように変換するインバ一タ回路に用いられるパワーモジュールにも組み込

むことができる。

[0086] また、前述の実施形態は、本発明におけるオン抵抗 R。n ( y ) と耐電圧V b



( x ) との関係 を表す関係式 （1 ) および （4 ) が成立する形態の一例 に過

ぎず、本発明は、特許請求の範囲に記載 された事項の範囲で種 々の設計変更

を施す ことが可能である。

符号の説明

1 半導体装置

2 ソ一 スパ ッ ド

3 除去領域

4 ゲ一 卜パ ッ ド

5 基板

6 ェ ピタキシ ャル 層

7 (基板 の）表面

8 (基板 の）裏面

9 ァクテ ィプ領域

1 0 周辺領域

1 1 ゲー 卜トレンチ

1 2 (単位 セルの）角部

1 3 単位セ ル

1 4 (ゲ一 卜卜レンチ の ）側面

1 5 (ゲ一 卜卜レンチ の ） 底面

1 6 ( ゲ 一 卜 卜レンチ の ） コー ナ部

1 7 ゲー 卜絶縁膜

1 8 (ゲー 卜絶縁膜の）底部

1 9 (ゲー 卜絶縁膜の）側部

2 0 ゲ一 卜電極

2 1 ソ一 ス 卜レンチ

2 2 ( ソ ー ス 卜レンチ の ）側面

2 3 ( ソ ー ス 卜レンチ の ） 底面

2 4 ( ソ 一 ス 卜レンチ の ） コー ナ部



ソ一 ス層

チ ャネル 層

ドリフ ト層

ゲー ト耐電圧保持層

ソ一ス耐電圧保持層

(ゲ一 卜トレンチ の ） 交差部

( ゲ 一 卜 卜レンチ の ） 直線部

(ゲー ト耐電圧保持層の）第 1部分

(ゲー 卜耐電圧保持層の）第 2 部分

チ ャネル コ ンタ ク 卜層

ガ一 ドリン グ

層間絶縁膜

コ ンタ ク トホ ール

ソー ス電極

ドレイ ン電極

半導体装置

p 型 ビラ一層

半導体装置



請求の範囲

第 1 導電型の S i C か らなる基板 と、

前記基板上 に形成 され、ゲ一 卜卜レンチが形成 された第 1 導電型の

S i C か らなるェ ピタキシャル層 と、

前記ゲ一 卜卜レンチの側面および底面 に形成 されたゲ一 卜絶縁膜 と

前記ゲ一 卜卜レンチに埋め込 まれ、前記ゲ一 卜絶縁膜 を介 して前記

ェ ピタキシャル層 に対向 しているゲ一 卜電極 と、

前記ェ ピタキシャル層の表面側 に露出するように形成 され、前記ゲ

- 卜卜レンチの前記側面の一部 を形成する第 1 導電型のソース層 と、

前記 ソース層 に対 して前記ェ ピタキシャル層の裏面側 に前記 ソース

層 に接するように形成 され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記側面の一部 を

形成する第 2 導電型のチヤネル層 と、

前記チャネル層 に対 して前記ェ ピタキシャル層の前記裏面側 に前記

チャネル層 に接するように形成 され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記底面

を形成する第 1 導電型の ドリフ 卜層 とを含み、

オ ン抵抗 R 。n を変数 y と し、耐電圧 V bを変数 X とする関数で表 し

た ときに、下記関係式 （1 ) が成 り立つ、半導体装置。

y 9 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 4 X + 0 . 7 0 0 ( )

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 1 1 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 1 0 0

m 以下である、請求項 1 に記載の半導体装置。

前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bについて、下記関係式 （2

) が成 り立つ、請求項 1 に記載の半導体装置。

y 9 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 4 X + 0 . 6 9 8 4 --- ( 2 )

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 2 5 0

m 以下である、請求項 3 に記載の半導体装置。



[ 請求項 5 ] 前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bについて、下記関係式 （3

) が成 り立つ、請求項 1 に記載の半導体装置。

y 9 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 4 X + 0 . 4 4 3 4 --- ( 3 )

[ 請求項 6 ] 前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 1 0 0

m 以下である、請求項 5 に記載の半導体装置。

[ 請求項7] 第 1 導電型の S i C か らなる基板 と、

前記基板上 に形成 され、ゲ一 卜卜レンチが形成 された第 1 導電型の

S i C か らなるェ ピタキシャル層 と、

前記ゲ一 卜卜レンチの側面および底面 に形成 されたゲ一 卜絶縁膜 と

前記ゲ一 卜卜レンチに埋め込 まれ、前記ゲ一 卜絶縁膜 を介 して前記

ェ ピタキシャル層 に対向 しているゲ一 卜電極 と、

前記ェ ピタキシャル層の表面側 に露出するように形成 され、前記ゲ

- 卜卜レンチの前記側面の一部 を形成する第 1 導電型のソース層 と、

前記 ソース層 に対 して前記ェ ピタキシャル層の裏面側 に前記 ソース

層 に接するように形成 され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記側面の一部 を

形成する第 2 導電型のチヤネル層 と、

前記チャネル層 に対 して前記ェ ピタキシャル層の前記裏面側 に前記

チャネル層 に接するように形成 され、前記ゲ一 卜卜レンチの前記底面

を形成する第 1 導電型の ドリフ 卜層 とを含み、

オ ン抵抗 R 。n を変数 y と し、耐電圧 V bを変数 X とする関数で表 し

た ときに、下記関係式 （4 ) が成 り立つ、半導体装置。

y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 X + 0 . 9 5 5 ( 4 )

[ 請求項8] 前記チャネル層 に連なるように前記 ドリフ ト層内に形成 され、前記

チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面 に向か って延びた第

導電型の ビラ一層 をさ らに含み、

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ



ルの移動度が 1 1 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 2 5 0

m 以下である、請求項 7 に記載の半導体装置。

[ 請求項 9] 前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bについて、下記関係式 （5

) が成 り立つ、請求項 7 に記載の半導体装置。

y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 X + 0 . 7 0 0 ( 5 )

[ 請求項 10] 前記チャネル層 に連なるように前記 ドリフ ト層内に形成 され、前記

チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面 に向か って延びた第

導電型の ビラ一層 をさ らに含み、

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 1 1 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 1 0 0

m 以下である、請求項 9 に記載の半導体装置。

[ 請求項 11] 前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bについて、下記関係式 （6

) が成 り立つ、請求項 7 に記載の半導体装置。

y ≤ 2 X 0 7 x 2 - 0 . 0 0 0 2 x + 0 . 6 9 8 4 --- ( 6 )

[ 請求項 12] 前記チャネル層 に連なるように前記 ドリフ ト層内に形成 され、前記

チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面 に向か って延びた第

導電型の ビラ一層 をさ らに含み、

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 2 5 0

m 以下である、請求項 9 に記載の半導体装置。

[ 請求項 13] 前記オ ン抵抗 R 。nおよび前記耐電圧 V bについて、下記関係式 （7

) が成 り立つ、請求項 7 に記載の半導体装置。

y 2 X 1 0 - 7 X 2 — 0 . 0 0 0 2 X + 0 . 4 4 3 4 --- ( 7 )

[ 請求項 14] 前記チャネル層 に連なるように前記 ドリフ ト層内に形成 され、前記

チャネル層か ら前記ェ ピタキシャル層の前記裏面 に向か って延びた第

導電型の ビラ一層 をさ らに含み、

前記ェ ピタキシャル層 において前記チャネル層 に形成 されるチヤネ

ルの移動度が 5 0 c m 2 / V s 以上であ り、前記基板の厚 さが 1 0 0



m以下である、請求項 1 3 に記載の半導体装置。

[ 請求項 15] 前記ェ ピタキシャル層 において前記ゲ一 卜卜レンチの前記底面 に形

成 された第 2 導電型の耐電圧保持層 をさ らに含む、請求項 1 ~ 1 4 の

いずれか一項 に記載の半導体装置。

[ 請求項 16] 前記ゲー 卜絶縁膜 は、前記ゲー 卜卜レンチの前記底面 に接する底部

と、前記ゲ一 卜卜レンチの前記側面 に接する側部 とを含み、

前記ゲー 卜絶縁膜の前記底部 は、前記ゲー 卜絶縁膜の前記側部 よ り

も厚 い、請求項 1 ~ 1 5 のいずれか一項 に記載の半導体装置。

[ 請求項 17] 前記基板のオ フ角が、 0 ° ~ 4 ° である、請求項 1 ~ 1 6 のいずれ

か一項 に記載の半導体装置。
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